
はじめに

いままで一般社団法人医業経営研鑽会で多くの本を出版してき
ましたが、個別指導に関するものは本書がはじめてです。
最初に日本法令から個別指導に関する本の出版を打診されたと

き、類書が多い、個別指導は医療機関以外の者の立ち会いが認め
られておらず（弁護士も帯同のみ）指導内容が地方厚生局で異な
るなどブラックボックス化されている、現役ドクターの協力が得
られにくい等の理由からお断りしました。
最終的に出版を引き受けましたが、集団的個別指導や電子カル

テへの対処の重要性を書くこと、監査に至った事例を詳しく紹介
することで個別指導の対象とならないことの重要性を説明するこ
と、生活保護などにも個別指導があることを説明することで、類
書との違いを鮮明にしました。
つぎにドクターの体験談を紹介することでブラックボックス化

している個別指導の一端を明らかにしました。
さらに、氏名を伏せることでドクターの協力も得ることができ、

その人脈から保険医取消・免許停止になったドクターから詳しい
話を聞くこともできました。
このように多くのドクター、医療機関関係者、電子カルテメー

カー等のご協力のおかげで出版することができた本書が、医療機
関の方々の個別指導対策として多少なりともお役に立てるようで
あれば望外の幸せです。
末筆になりましたが、本書の発刊にあたり日本法令の大澤有里

氏には大変お世話になり、心より感謝しております。この場を借
りてお礼申し上げます。

令和元年 8月
一般社団法人医業経営研鑽会　会長　西岡秀樹
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（1）主な行政処分

本書は個別指導や監査への対応に関することがメインテーマです
が、メインテーマである個別指導や監査について書く前に、まず医療
機関を開設している個人または医療法人に対して行われる可能性のあ
る主な行政処分について解説します。

どのような行政処分が、何の法律に基づいて、どのように行われる
のかを知っておくことは、とても大切なことだからです。

■�医療機関を開設している個人または医療法人に対して行われる可能
性のある主な行政処分

行政処分名 根拠条文 所管庁 対象者 行政処分の内容

保険医療機関
の指定取消

健康保険法
第 80条

地方厚生局 すべての
医療機関

取消しを受けた医療機関
は保険診療ができなくな
ります。
なお、医療機関の取消し
を受けていなければ自由
診療は続けることができ
ます。

保険医の登録
取消

健康保険法
第 81条

地方厚生局 保険医登
録してい
る医師・
歯科医師

取消しを受けた医師・歯
科医師は保険診療ができ
なくなります。
なお、医師（歯科医師）
免許の取消しを受けてい
なければ自由診療は続け
ることができます。

1　�医療機関に対する指定取消や�
許認可取消
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医療機関の
開設許可取消

医療法第 29
条

都道府県 個人が開
設してい
る病院・
医療法人
が開設し
ている医
療機関

開設許可の取消しを受け
た医療機関はすべての診
療（自由診療も含む）が
できなくなります。

医療機関の
閉鎖命令

医療法第 29
条

都道府県 すべての
医療機関

閉鎖命令を受けた医療機
関は閉鎖期間はすべての
診療（自由診療含む）が
できなくなります。

医師
（歯科医師）
免許取消

・�医師法第 7
条

厚生労働省 医師・歯
科医師

取消しを受けた医師・歯
科医師はすべての医行為
ができなくなります。

・�歯 科 医 師
法第 7条

医師
（歯科医師）
の医業停止

・�医師法第 7
条
・�歯 科 医 師
法第 7条

厚生労働省 医師・歯
科医師

医業停止を受けた医師・
歯科医師は医業停止期間
はすべての医行為ができ
なくなります。

医療法人設立
認可の取消し

医療法第 65
条および第
66条

都道府県 医療法人 医療法人設立認可の取消
しを受けた医療法人は解
散します。
この医療法人が開設して
いた医療機関は廃止する
か個人または他の医療法
人が開設することになり
ます。

（2）保険医療機関の指定取消

保険医療機関の指定取消は医療機関が受ける可能性の高い行政処分
の 1 つです。

平成 28 年度に保険医療機関等の指定取消（指定取消相当を含む）
を受けたのは医科 8 件、歯科 18 件、薬局 1 件（保険薬局の指定取消）
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の合計 27 件でした。保険薬局を含めた過去の指定取消数（指定取消
相当を含む）は下記のとおりです。

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

取消数 72件 59件 41件 37件 27件

指定取消相当とは本来は取消処分を行うべき事案ですが、保険医療
機関等が既に廃止されているため、指定取消の行政処分を行えない場
合の取扱いのことです。取消処分の場合と同様に取消し相当である旨
が公表されるほか、原則として 5 年間、再指定を受けることができま
せん。

指定取消または指定取消相当となった医療機関が原則として 5 年
間、再指定を受けることができないのは、健康保険法第 65 条に次の
ように定められているからです。

●健康保険法　第65条（一部抜粋・下線は筆者）
（保険医療機関又は保険薬局の指定）

第 65条　第 63条第 3項第 1号の指定は、政令で定めるところに

より、病院若しくは診療所又は薬局の開設者の申請により行う。

２　（略）

３　厚生労働大臣は、第1項の申請があった場合において、次の各

号のいずれかに該当するときは、第 63条第 3項第 1号の指定を

しないことができる。

一　当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局が、この法律の

規定により保険医療機関又は保険薬局に係る第 63条第 3項第

1号の指定を取り消され、その取消しの日から 5年を経過しな

いものであるとき。

二　略

三　略
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（3）保険医の登録取消

保険医療機関の指定取消を受けた医療機関で保険医をしていた医
師・歯科医師はかなりの確率で保険医登録も取り消されています。

平成 28 年度に保険医等の登録取消（登録取消相当を含む）を受け
たのは医科 6 人、歯科 14 人、薬局 1 人（保険薬剤師の登録取消）の
合計 21 人でした。

保険薬剤師を含めた過去の登録取消数（登録取消相当を含む）は下
記のとおりです。

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

取消数 42人 26人 30人 26人 21人

（4）医療機関の開設許可取消

病院を開設しようとするとき、または医師および歯科医師でない者
（一般的には医療法人）が診療所を開設しようとするときは、開設許
可を得る必要があります。

なお、医師および歯科医師である個人が診療所を開設する場合は開
設許可は不要で、開設後 10 日以内に開設届を提出すればよいことに
なっています。したがって、個人が開設している診療所は開設許可取
消はあり得ません。

●医療法　第29条
第 29条　都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合に

おいては、病院、診療所若しくは助産所の開設の許可を取り消し、

又はその開設者に対し、期間を定めて、その閉鎖を命ずることが

できる。

一　開設の許可を受けた後、正当な理由がなく、6月以上その業
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務を開始しないとき。

二　病院、診療所（第 8条の届出をして開設したものを除く。）

又は助産所（同条の届出をして開設したものを除く。）が、休止

した後、正当な理由がなく、1年以上業務を再開しないとき。

三　開設者が第6条の 3第 6項、第 24条第 1項、第 24条の 2

第 2項又は前条の規定に基づく命令又は処分に違反したとき。

四　開設者に犯罪又は医事に関する不正の行為があつたとき。

保険医療機関の指定取消と違い、特に悪質とされるケースでない限
り、医療機関の開設許可取消という行政処分は行われないようです。

e-Stat（日本の統計が閲覧できる政府統計ポータルサイト）に平成
28 年度衛生行政報告例のデータが公開されており、その中に「医療
法第 25 条の規定に基づく立入検査延件数・処分・告発件数・新規開
設に伴う使用許可件数・構造設備の変更に伴う使用許可件数，施設の
種類別」という資料があります（図表1－1）。

この資料によると平成 28 年度に立入検査延件数は 26,251 件ありま
すが、許可の取消しは 1 件もありません。

（5）医療機関の閉鎖命令

医療機関の開設許可取消と同様に医療機関の閉鎖命令という行政処
分もほとんど行われないようです。

なお、この医療機関の閉鎖命令は医療機関の開設許可取消と違い、
個人が開設している診療所でもあり得ます。閉鎖命令は「開設者に対
し、期間を定めて、その閉鎖を命ずることができる」だけで、開設許
可とは関係ないからです。

言い換えると、個人が開設している診療所に対して廃止を命令する
ことはできません。開設者である医師・歯科医師の免許が取消しまた
は医業停止にならない限り、たとえ保険医療機関の指定取消を受けて
も自由診療は続けることができます。
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実際に保険医療機関の指定取消を受けた歯科医院が、その後も自由
診療専門の歯科医院として存続しているケースがあります。

■図表1－1　平成28年度衛生行政報告例（第 7 章 医療より抜粋）

第１表　�医療法第 25条の規定に基づく立入検査延件数・処分・告発件数・新規
開設に伴う使用許可件数・構造設備の変更に伴う使用許可件数，施設の
種類別

総　　数 病　　院
診�療�所

助�産�所
一　　般 歯　　科

立入検査延件数 26251 8230 11340 6518 163

処分件数 8 3 5 - -

　�増員又は�
業務の停止命令

2 1 1 - -

　改善命令 - - - - -

　�使用制限又は禁止 - - - - -

　管理者変更 6 2 4 - -

　許可の取消 - - - - -

　閉鎖命令 - - - - -

告発件数 - - - - -

新規開設に伴う
使用許可件数

458 164 239 43 12

構造設備の変更に
伴う使用許可件数

6497 5821 647 20 9

（6）医師（歯科医師）免許取消

医師法では、免許取消について次のように規定されています。
第3条　未成年者、成年被後見人又は被保佐人には、免許を与えない。

第4条　次の各号のいずれかに該当する者には、免許を与えないこ
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とがある。

一　心身の障害により医師の業務を適正に行うことができない者

として厚生労働省令で定めるもの

二　麻薬、大麻又はあへんの中毒者

三　罰金以上の刑に処せられた者

四　前号に該当する者を除くほか、医事に関し犯罪又は不正の行

為のあつた者

（中略）

第7条　医師が、第三条に該当するときは、厚生労働大臣は、その

免許を取り消す。

２　医師が第四条各号のいずれかに該当し、又は医師としての品位

を損するような行為のあつたときは、厚生労働大臣は、次に掲げ

る処分をすることができる。

一　戒告

二　三年以内の医業の停止

三　免許の取消し

歯科医師法も同様の条文になっています。
つまり、医師・歯科医師は成年被後見人または被保佐人になると免

許が取り消されます。
成年被後見人とは精神上の障害により判断能力を欠くとして、家庭

裁判所から後見開始の審判を受けた人のことで、代理として成年後見
人が財産管理などを行います。

被保佐人とは精神上の障害により判断能力が不十分であるとして、
家庭裁判所から保佐開始の審判を受けた人のことで、財産上の重要な
法律行為は保佐人の同意が必要となります。

これ以外にも医師法第 4 条の各号に該当する者は医師免許取消の可
能性があります。実際に平成 28 年には準強制わいせつによる免許取
消が 1 件ありました。
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（7）医師（歯科医師）の医業停止

医師免許取消は毎年該当者がいる訳ではありませんが、医業停止は
毎年必ず該当者がいます。たとえば、平成 30 年は医師 28 名に対する
行政処分について諮問がなされ、審議の結果、医師 28 名に対して下
記の行政処分を行いました。

・医業停止 2 月… 2 件（精神保健指定医の指定申請時における不正
1 件、精神保健指定医の指導医としての不正 1 件）

・医業停止 1 月… 11 件（精神保健指定医の指定申請時における不
正 6 件、精神保健指定医の指導医としての不正 5
件）

・戒告…………… 15 件（精神保健指定医の指定申請時における不
正 10 件、精神保健指定医の指導医としての不正
5 件）

平成 29 年は医師 13 名、歯科医師 8 名に対して、平成 28 年は医師
15 名、歯科医師 15 名に対する行政処分が行われています。

（8）医療法人設立認可の取消し

医療法人設立認可の取消しには医療法第 65 条と第 66 条の 2 つの規
定があります。

●医療法　第65条
第65条　都道府県知事は、医療法人が、成立した後又は全ての病院、

診療所、介護老人保健施設及び介護医療院を休止若しくは廃止し

た後 1年以内に正当な理由がなく病院、診療所、介護老人保健施

設又は介護医療院を開設しないとき、又は再開しないときは、設

立の認可を取り消すことができる。
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